
であろう．

３．認知症初期集中支援チーム
しかし，早期診断といっても，医療機関は本人が

受診しない限り保険診療行為が開始できない．本人
や周囲が気づかなかったり，不安等から本人が受診
を拒否することも少なくない．
それに対する施策の代表例としては，平成２４年に

発表された認知症施策推進５か年計画（オレンジプ
ラン）において掲げられた「認知症初期集中支援チ
ーム」（以下，「チーム」）がある．認知症の早期診
断と早期介入のためロンドン郊外クロイドンで成果

をあげたCroydonMemoryServiceプログラム２）をひ
とつのモデルとするもので，多職種からなるチーム
が，認知症が疑われる人や，認知症の人およびその
家族を訪問し，アセスメント・家族支援などの初期
の支援を，かかりつけ医や専門医療機関と連携しな
がら，包括的・集中的に行うというものである（図
１）．認知症施策総合推進計画（新オレンジプラン）
（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
0000064084.html.）では，このチームが平成３０年度
には全国すべての市町村に設置されることになって
いる．
国立長寿医療研究センターは，厚生労働省ととも

表１ 認知症を呈する疾患等

表２ 早期発見・早期対応の意義
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にこのチーム員研修を開催している．全国で研修が
開かれ，その内容はスライド・研修時の実際の動画
とともにWebで公開されていて，誰でも視聴する
ことができる（国立長寿医療研究センター「研修の
ご案内」「認知症初期集中支援チーム員研修」）（http :
//www.ncgg.go.jp/kenshu/kenshu/27-2.html.）．

４．かかりつけ医認知症対応力向上研修と認知症サ
ポート医

また，医療機関も認知症を十分に理解しているこ
とが必要である．たとえば「かかりつけ医認知症対
応力向上研修」は，地域における認知症対応力を医
療の面から底上げするものとして，平成１８年から開
始され，４２，０００人以上（平成２６年末現在）が受講し
ている．国立長寿医療研究センターは，厚生労働省
とともに，この研修の講師であり，かつかかりつけ
医や介護専門職への支援・および地域連携の核とし
て機能する「認知症サポート医」３）の養成研修を行
っており，すでに３，８００人以上（同）のサポート医
が日本全国で活躍している．

予防
１．一次予防と二次予防，そして三次予防
さてそもそも，認知症は予防できるものなのだろ

うか？
予防というと，「予め」「防ぐ」という文字面から，

発症すること自体を未然に防止することを連想する

が，これは「一次予防」といって予防の一種に過ぎ
ない．では「二次予防」は？ これは発症はしてし
まったとして，それに効果的かつ速やかに対処して
状況の悪化を少しでも防ぐことである．そして，リ
ハビリやケアの工夫によって，障害の程度を少しで
も軽くすることは「三次予防」という．前項の「早
期発見」はまさにこの二次・三次予防のために欠か
せない．とはいえ，最も研究と対策が進んでいるア
ルツハイマー病においてさえ，一次・二次予防に関
しては，病態修飾薬が存在しない現在，抜本的な手
段はない．つまり，残念ながら現時点では，認知症
に関しては三次予防しか存在しないことになる．

２．促進・抑制因子
しかし，未然に防止とはいかなくとも，発症を遅
らせることは可能であるかもしれない．認知症の危
険因子としては，糖尿病，うつや双極性障害，喫煙，
高血圧および肥満，脂質異常などの関与が指摘され
ており，これらを積極的に修正することで認知症の
発症を遅らせられる可能性がある．逆に抑制的に働
きうる因子としては，さまざまな観察研究において
魚の摂取，抗酸化作用の高い食物摂取，少量の飲酒
（とくに赤ワイン）などいくつかの食事因子が知ら
れているほか，比較的若い年齢からの教育歴とアル
ツハイマー病発症との逆相関やNun Study など，
知的活動の影響を示唆するデータも数多く報告され
ている４）．とはいえ，いずれもRCT（ランダム化比
較試験）などの介入研究が容易ではないため，その

図１ 認知症初期集中支援チーム
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•

•
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予防介入効果の詳細についてはまだ十分な結論は得
られていない．

３．運動介入
以前より観察研究により定期的な身体活動などの

運動習慣が認知症の発症率の低下と関わることが知
られ，とくに有酸素運動に関しては介入研究におい
ても認知機能の低下を抑制するとする報告が数多く
なされている５）．また運動介入に関して注目すべき
は，その介入時期が認知機能が低下し始めてからも
期待できる可能性がある点である（図２）．ただし
その機序については十分に解明されておらず，最適
かつ効果的な運動量やその手法についての研究はま
だその途上である．
また，運動による抑制効果は，とくに知的課題と

運動を組み合わせることでより高い効果がみられる
可能性が示唆されている．国立長寿医療研究センタ
ーでは，計算やしりとり等の認知課題と有酸素運動
を組み合わせた「コグニサイズ」の開発とその介入
効果研究を行っており，そこでは認知機能のみなら
ず海馬萎縮の進行抑制がみられたという成果も得ら
れている６）．

さいごに
予防に関しても，その一つ一つの効果は大きいわ

けではないため，いくつも組み合わせたライフスタ
イルの国民的レベルでの改善が求められる．また，

早期発見に関しても，本人や周囲が早く気づき，受
診を勧め，診断し，適切な診断後支援を行う必要が
ある．
そのためには，さらなる認知症予防・進行抑制／
促進因子および適切な早期発見に係る研究の推進の
みならず，私たち一人一人が適切に認知症を理解し，
国民的理解を深め，多職種と行政・地域等が切れ目
なく連携していけるような，効果的かつ持続可能性
の高い支援体制を構築していかなければならない．

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．
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